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警   視   庁 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象 

 （１）一般会計 

 （２）財  産 

 

 ２  実地審査場所 

      警 視 庁 

 

 ３ 審査の方法 

      知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

  財産に関する調書について、警視庁執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

  （１）決算計数は、正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

  （３）財産の取得、管理、処分は、適正に処理されているか 

  などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算計数について 

   審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

  書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

 ２ 事業執行等について 

   特に意見を付する事項はない。 
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第３  決 算 の 概 要 

  １  歳入歳出決算の状況 

  （１）一般会計 

      ア  歳 入                                （単位：千円、％） 

科  目（款）  予  算  現  額   収  入  済  額  比較増（△）減額 収 入 率 

使 用 料 及 手 数 料    19,549,606    18,675,280 △   874,325     95.5 

国 庫 支 出 金    10,441,775     6,701,529  △  3,740,246       64.2 

財 産 収 入     1,457,353     1,364,984 △    92,368     93.7 

諸 収 入     4,224,889     4,443,508    218,619      105.2 

計    35,673,623    31,185,302 △  4,488,320       87.4 

                                                                                          

        歳入は、第７款使用料及手数料ほか３款であり、予算現額３５６億７，３６２万余円、収入

   済額３１１億８，５３０万余円、比較減額４４億８，８３２万余円、収入率８７．４％である。 

        歳入の主な内容は、 

・使用料及手数料のうち、自動車運転免許事務等の警察手数料   １８５億９，３７４万余円 

である。 

    なお、第１２款諸収入（項：弁償金及報償金、項：雑入）において、不納欠損額（１，３２

１万余円）及び収入未済額（１億３，８３７万余円）が生じている。 

 

      イ  歳 出                                                       （単位：千円、％） 

 科  目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

警 察 費   608,215,644   599,394,761          0 8,820,882 98.5 

諸 支 出 金            44            43             0 0 97.7 

   計   608,215,688   599,394,805          0 8,820,882 98.5 

 

        歳出は、第１５款警察費及び第１８款諸支出金の２款で５項１９目に区分し執行しており、

予算現額６，０８２億１，５６８万余円、支出済額５，９９３億９，４８０万余円、不用額８

８億２，０８８万余円、執行率９８．５％である。 

   主な執行内容は 

      ・職員の給与費、管理事務費等に要したもの 

        （項）警察管理費    （目）警察本部費      ４，７９０億９，２１６万余円 

      ・警察装備の維持管理等に要したもの 

        （項）警察管理費    （目）装備費           ８４億４，７２３万余円 

      ・職員退職手当等に要したもの 

        （項）退職手当及年金費 （目）退職費            ３９９億７，７８８万余円 
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      ・交通安全施設の維持管理等に要したもの 

        （項）警察活動費    （目）交通安全施設管理費  １２７億９，１７９万余円 

      ・警察施設の維持管理等に要したもの 

        （項）警察施設費    （目）施設管理費       １０６億５，８３１万余円 

      ・庁舎改築・改修及び交番用地の先行取得等に要したもの 

               （項）警察施設費    （目）建設費           １７８億３４２万余円 

      である。 

 

   ２ 財産の管理状況 

      ア  財 産 

区   分 平成１５年度末現在高 平成１４年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

      土      地 

    建      物 

動      産 

物     権 

      無 体 財 産 権 

       出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

 

813,530.29 ｍ２ 

1,424,608.91 ｍ２ 

航空機        ７ 機 

地上権    611.65 ｍ２ 

著作権      １５ 件 

3,078,000,000 円 

３，９２６ 点 

1,174,975,387 円 

 

817,671.00 ｍ２ 

1,433,731.23 ｍ２ 

航空機        ７ 機 

地上権    611.65 ｍ２ 

著作権        １ 件 

3,078,000,000 円 

３，６３６ 点 

1,151,199,737 円 

 

△  4,140.71 ｍ２

△  9,122.32 ｍ２

０ 機 

0 ｍ２

１４ 件 

0 円 

２９０ 点 

23,775,650 円 

 

      警視庁で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

        ・土地の減少は、旧統合単身寮平河寮敷地（１，４９９．６７ｍ２）の財務局への引継による

もの 

      ・建物の減少は、田町住宅（第一方面交通機動隊庁舎を含む）（２１，８５０．２６㎡）の

取り壊しによるもの 

    ・著作権の増加は、既存教養ビデオの登録によるもの 

    ・物品の増加は、速度測定器等の購入によるもの 

       ・債権の増加は、有家族警備待機住宅借上げ（６８戸）に伴う敷金の増加によるもの 

    である。 

 


